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令和４年度および令和５年度第１回
技術開発会議及びエネルギー分科会における主なご意見について

10

対応意見No.
一都市の事例にはなるが、作成する費用関数の妥当性を確
認するためにも、費用構成の内訳を調べる等、深堀りして情
報収集に取り組む。

ごみを消化槽に受け入れる１つのハードルとして
財源構成の違いが挙げられると考える。先行事例
でどのように工夫されているのか教えてほしい。

1

乾燥汚泥肥料と発酵コンポストで場合分けをして評価できる
ように検討する。

乾燥汚泥肥料を作る場合と発酵コンポストを作る
場合では評価が異なると考える。可能であれば場
合分けをして評価できればと思う。

2

類型パターンへの反映検討に向けて、まずは導管注入の事
例収集に取り組む。

消化ガスの有効利用について導管注入等は考え
ないのか。

3

先進事例へのヒアリングの結果、現時点簡易ツールには反映
しないが、将来の可能性も考慮して技術資料には別途参考
事例として紹介し、今後の対応を検討する。

導管注入は、ガス会社からの要求水準も高く、施設の
老朽化に伴いあまり導管注入ができていないという事例
も聞いている。先方が求めるレベルと既存施設の経年劣
化についても含めて考慮できたらと考える。

4

生ごみ受入れを実施している自治体にヒアリングを実施。工
夫点は別途参考事例として紹介する。

生ごみの受け入れに伴い、水処理や汚泥処理について
工夫されている事例があると聞いている。その辺りも含め
て実態を把握されるのが良いと考える。

5

ヒアリングについては、下水道部局の担当者に対し行っている。
実施に当たっては廃棄物部局との連携は必要。手順書の整
理においては廃棄物部局と連携し、取り組む。

下水道の専門家（行政・学識経験者）と廃棄物の専
門家が連携して議論しているのか。

6

連携実績、連携検討実績のある都市のうち、妥当性を確認
するために連携パターンを網羅できるよう北海道、関東地方、
北陸中部地方、関西地方、九州地方の５地域から選定。
規模に関しても、小規模・中規模・大規模処理場を選定。

対象とする５都市の規模について、なるべく幅広く対象
とするのが良いと考える。
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